交野市　法適用申請に対する処分個票
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担当部署:　福祉部 高齢介護課　
	処分の概要
	要介護状態区分の変更の認定

	法令名
根拠条項
	介護保険法　第29条第1項

	法令番号
	平成9年法律第123号

	【基準】
　法第29条第2項において準用する法第27条第2項及び法第27条第2項の規定による省令第36条の規定による。
　(要介護状態区分の変更の認定)
第29条　要介護認定を受けた被保険者は、その介護の必要の程度が現に受けている要介護認定に係る要介護状態区分以外の要介護状態区分に該当すると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対し、要介護状態区分の変更の認定の申請をすることができる。
2 第27条※1及び前条第5項から第8項※2までの規定は、前項の申請及び当該申請に係る要介護状態区分の変更の認定について準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。

※1　介護保険法
(要介護認定)
第27条　要介護認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、申請書に被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならない。この場合において、当該被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、第46条第1項に規定する指定居宅介護支援事業者又は介護保険施設(以下この条及び第32条第1項において「指定居宅介護支援事業者等」という。)に、当該申請に関する手続を代わって行わせることができる。

※2　介護保険法
(要介護認定)
第27条
5　認定審査会は、前項の規定により審査及び判定を求められたときは、厚生労働大臣が定める基準に従い、当該審査及び判定に係る被保険者について、同項各号に規定する事項に関し審査及び判定を行い、その結果を市町村に通知するものとする。この場合において、認定審査会は、必要があると認めるときは、次に掲げる事項について、市町村に意見を述べることができる。
　一　当該被保険者の要介護状態の軽減又は悪化の防止のために必要な療養に関する事項
　二　第四十一条第一項に規定する指定居宅サービス、第四十二条の二第一項に規定する指定地域密着型サービス又は第四十八条第一項に規定する指定施設サービス等の適切かつ有効な利用等に関し当該被保険者が留意すべき事項
6　認定審査会は、前項前段の審査及び判定をするに当たって必要があると認めるときは、当該審査及び判定に係る被保険者、その家族、第三項の主治の医師その他の関係者の意見を聴くことができる。
7　市町村は、第五項前段の規定により通知された認定審査会の審査及び判定の結果に基づき、要介護認定をしたときは、その結果を当該要介護認定に係る被保険者に通知しなければならない。この場合において、市町村は、次に掲げる事項を当該被保険者の被保険者証に記載し、これを返付するものとする。
　一　該当する要介護状態区分
　二　第五項第二号に掲げる事項に係る認定審査会の意見
8　要介護認定は、その申請のあった日にさかのぼってその効力を生ずる。

	標準処理期間
	30日以内(法第29条第2項において準用する法第27条第11項)

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年10月1日
	最終変更年月日
	平成29年10月1日
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